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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれていません。 

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ
ん。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第151期 
第３四半期 
連結累計期間

第152期 
第３四半期 
連結累計期間

第151期

会計期間 自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 26,830 36,629 42,083 

経常利益 (百万円) 428 1,371 1,393 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失（△） (百万円) 10 △158 617 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △ 31 △145 616 

純資産額 (百万円) 19,438 19,198 20,086 

総資産額 (百万円) 45,979 49,087 47,709 

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額
（△） 

(円) 0.09 △ 1.49 5.83 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 (円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 42.3 39.1 42.1 

回次
第151期 
第３四半期 
連結会計期間

第152期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間 自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日 
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△） (円) 0.30 △2.05 
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当第３四半期連結累計期間において、当グループ（当社、子会社６社及び関連会社３社）において営ま

れている事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、情報エレクトロニクス事業において、第１四半期連結会計期間よりユークエスト株式会社が新た

に提出会社の連結子会社に、第２四半期連結会計期間に台湾高岳電機股份有限公司を設立し子会社（非連

結）になりました。 

また、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

  

当社は、平成24年10月１日付で東光電気株式会社との共同株式移転により両社の親会社である株式会社

東光高岳ホールディングスを設立し、その連結子会社となりました。  

株式会社東光高岳ホールディングスの状況は以下のとおりであります。なお、同社は有価証券届出書を

提出しております。 

  

 

２ 【事業の内容】

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有 
[被所有] 
割合（%） 

関係内容 

（親会社） 
  
株式会社東光高岳
ホールディングス 

東京都江東区 8,000 

電気機械器具その
他の機械器具、工
具及びその部品の
製造、加工、修理
及び販売等を行う
子会社等の経営管
理、並びにそれに
付帯、関連する業
務 

[100.0] 
当グループの経営
管理 
役員の兼任あり 
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第２ 【事業の状況】 

  

当第３四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりです。 

 [経営管理契約]  

当社は、平成24年10月１日付で、親会社である株式会社東光高岳ホールディングスと同社による経営管

理に関する契約を締結しております。 

  

  
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当グループが判断したもので

す。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における日本経済全体は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状

況にある中で、復興需要などに支えられ持ち直しつつあります。ただし、欧州政府債務危機やデフレの

影響など、国内景気を下押しするリスクには注意が必要と考えております。このような状況の中で、震

災直後より始まりました、当社最大顧客である東京電力株式会社からの需要の大幅な落ち込みも、回復

に向かう動きがありました。また、公共産業向けは、公共関係の復興事業などを中心に電力機器の受注

が増加しました。当社は事業体質を強化するために、今後の成長が期待されるスマートグリッド関連製

品の開発に鋭意取り組むとともに、東南アジアを中心とした海外需要の掘り起こしに着手いたしまし

た。 

当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期比9,799百万円増加し、36,629百万円（前年同

四半期比36.5％増加）となりました。 

 営業利益は、上記のとおり売上高増加により前年同四半期比909百万円増加し、1,206百万円となりま

した。 

 経常利益は、上記営業利益の増加により前年同四半期比943百万円増加し、1,371百万円となりまし

た。 

 四半期純損益は、上記経常利益の増加はあるものの、特別利益の減少及び繰延税金資産の減少による

法人税等調整額（税金費用）の計上により、前年同四半期比168百万円減少の158百万円の損失となりま

した。 

 セグメント別の売上高につきましては、電力機器事業は34,969百万円（前年同四半期比36.7％増

加）、情報エレクトロニクス事業は1,660百万円（前年同四半期比32.4％増加）となりました。 

 なお、第1四半期連結会計期間より、「その他」の区分に含めていた水素水生成器等の製造販売等を

電力機器事業に含めており、前年同四半期比較につきましては、前年同四半期の数値を変更後のセグメ

ント区分に組み替えた数値で比較しています。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,378百万円増加し、49,087百万

円となりました。これは主に現金及び預金の増加1,468百万円、受取手形及び売掛金の減少2,252百万

円、たな卸資産の増加2,829百万円、投資その他の資産の減少653百万円によるものです。 

 負債は、2,265百万円増加し、29,888百万円となりました。これは主に有利子負債の増加1,736百万

円、前受金の増加216百万円によるものです。 

 純資産は、887百万円減少し、19,198百万円となりました。これは主に剰余金の配当、四半期純損失

によるものです。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、1,011百万円です。 

  

(5) 生産、受注及び販売の実績 

当第３四半期連結累計期間において、売上高の増加に伴い、生産高は前年同四半期比16,064百万円増

加し、40,728百万円（前年同四半期比65.1％増加）となりました。受注高は前年同四半期比4,762百万

円増加し、40,580百万円（前年同四半期比13.3％増加）となりました。 

  
(6) 主要な設備 

①主要な設備の状況 

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の状況に著しい変動はありません。 

②設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりです。 
  

 
  

会社名 事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称 設備の内容

投資予定額
資金調達 
方法 着手年月 完了予定

総額 
(百万円)

既支払額 
(百万円)

提出会社 生産本部 
（栃木県小山市） 電力機器事業 メガソーラー

発電設備 335 
 

― 
  自己資金 平成24年12月

平成25年 
３月
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
（注） 平成24年9月26日をもって、当社株式は東京証券取引所第一部における上場が廃止となりました。 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

   

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株) 
(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式
 

106,135,050 
 

106,135,050 
 

非上場
（注）

単元株式数は1,000株
です。

計 106,135,050 106,135,050 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

平成24年10月１日～ 
平成24年12月31日 ― 106,135 ― 5,906 ― 1,921 
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(6) 【大株主の状況】 

 平成24年12月31日現在 

 
 (注) 当社は、平成24年10月１日付で東光電気株式会社との共同株式移転により両社の完全親会社である株式会社 

東光高岳ホールディングスを設立し、その完全子会社となりました。 

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成24年12月31日現在 

 
② 【自己株式等】 
該当事項はありません。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

    役職の異動   

 
(注) 平成24年７月１日付で小山工場を生産本部と改め、電力事業本部、エネルギーソリューション事業本部、社会シ
ステム事業本部を統合し、営業本部を新設しました。  

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社東光高岳ホールディングス 東京都江東区豊洲三丁目２番20号 106,135 100.00 

計 － 106,135 100.00 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― 
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 
106,135,000 106,135 ―

単元未満株式 50 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 106,135,050 ― ―

総株主の議決権 ― 106,135 ―

２ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 
常務取締役 
業務全般  
企業倫理担当 営業本部長 

代表取締役 
常務取締役 小山工場長 西 川 直 志 平成24年７月１日

常務取締役 
業務全般 
企画部、国際事業部、経理部  

常務取締役 企画部長 原 田    達 平成24年７月１日

取締役 
執行役員営業本部副本部長 

取締役 
執行役員エネルギーソリューション
事業本部長 

寺 部 聡 実 平成24年７月１日

取締役 
執行役員生産本部長 

取締役 
執行役員小山工場副工場長兼同資材
調達改革推進室長 

栗 山    太 平成24年７月１日

取締役 
執行役員エレクトロニクス装置事業
本部長 

取締役 
執行役員エレクトロニクス装置事業
本部長 兼 台湾駐在員事務所長 

扇 子  健 平成24年10月１日
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 4,309 5,778 
受取手形及び売掛金 ※  13,764 ※  11,512 

製品 1,209 1,688 
仕掛品 6,844 8,898 
原材料及び貯蔵品 2,771 3,066 
繰延税金資産 520 344 
その他 707 1,087 
貸倒引当金 △1 △1 

流動資産合計 30,125 32,374 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 17,079 17,042 
減価償却累計額 △11,860 △12,049 

建物及び構築物（純額） 5,219 4,992 
機械装置及び運搬具 10,876 10,679 
減価償却累計額 △9,519 △9,595 

機械装置及び運搬具（純額） 1,356 1,084 
土地 6,335 6,234 
建設仮勘定 0 45 
その他 6,247 6,087 
減価償却累計額 △5,975 △5,820 

その他（純額） 271 267 

有形固定資産合計 13,183 12,624 
無形固定資産   
ソフトウエア 124 226 
のれん － 269 
その他 77 47 
無形固定資産合計 202 543 

投資その他の資産   
投資有価証券 494 572 
繰延税金資産 3,195 2,441 
その他 511 533 
貸倒引当金 △2 △2 

投資その他の資産合計 4,198 3,544 

固定資産合計 17,584 16,713 

資産合計 47,709 49,087 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 9,381 9,462 
短期借入金 5,095 6,352 
未払金 265 393 
未払費用 1,154 990 
未払法人税等 324 369 
未払消費税等 331 210 
前受金 862 1,079 
工事損失引当金 62 93 
製品保証引当金 107 － 
その他 77 303 
流動負債合計 17,663 19,255 

固定負債   
長期借入金 1,060 1,539 
退職給付引当金 8,637 8,853 
環境対策引当金 128 128 
その他 132 112 
固定負債合計 9,959 10,632 

負債合計 27,623 29,888 
純資産の部   
株主資本   
資本金 5,906 5,906 
資本剰余金 1,921 1,921 
利益剰余金 12,214 11,300 
自己株式 △13 － 

株主資本合計 20,028 19,127 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 54 70 
繰延ヘッジ損益 2 △0 

その他の包括利益累計額合計 57 70 

少数株主持分 － 0 
純資産合計 20,086 19,198 

負債純資産合計 47,709 49,087 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 26,830 36,629 
売上原価 20,623 29,048 
売上総利益 6,207 7,580 
販売費及び一般管理費 5,909 6,373 
営業利益 297 1,206 

営業外収益   
受取利息 0 0 
受取配当金 18 15 
設備賃貸料 167 183 
為替差益 － 17 
その他 52 50 
営業外収益合計 239 267 

営業外費用   
支払利息 58 59 
その他 50 43 
営業外費用合計 108 102 

経常利益 428 1,371 
特別利益   
固定資産売却益 0 － 
投資有価証券売却益 1 － 
事業譲渡益 119 － 
補助金収入 109 － 

特別利益合計 231 － 

特別損失   
固定資産廃棄損 ※1  16 ※1  42 

固定資産売却損 － ※2  69 

事務所移転費用 2 ※3  13 

減損損失 20 － 
災害による損失 7 － 
ゴルフ会員権評価損 14 － 
製品保証費用 11 － 

特別損失合計 73 125 

税金等調整前四半期純利益 586 1,245 
法人税、住民税及び事業税 73 450 
法人税等調整額 502 953 
法人税等合計 576 1,404 
少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 10 △158 

少数株主損失（△） － △0 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 10 △158 

6621/2013年-11-



【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 10 △158 

その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △41 16 
繰延ヘッジ損益 － △2 

その他の包括利益合計 △41 13 

四半期包括利益 △31 △145 

（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 △31 △145 
少数株主に係る四半期包括利益 － △0 
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【継続企業の前提に関する事項】 

  
当第３四半期連結会計期間(自  平成24年10月１日  至  平成24年12月31日) 

該当事項はありません。 

  
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

   

【会計方針の変更等】 
  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 
なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満 

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれています。 

 28百万円 

  

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 
当第３四半期連結累計期間

(連結の範囲の重要な変更） 
第１四半期連結会計期間より、ユークエスト株式会社の株式を新たに取得し、同社を子会社としたことか
ら、連結の範囲に含めています。 
なお、変更後の連結子会社数は４社です。 

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 
当第３四半期連結累計期間

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取
得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 
これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純
利益はそれぞれ8百万円増加しております。 

    保証債務 
   従業員の銀行借入金に対し次のとおり保証しています。 

 

 前連結会計年度 
(平成24年３月31日)  当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日) 
従業員（財形融資） 35百万円  24百万円 

 
 ※  受取手形裏書譲渡高 

    

 前連結会計年度 
(平成24年３月31日)  当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日) 
受取手形裏書譲渡高 18百万円  32百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日)及び当第３四半期連結累計

期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

当グループの売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間に多くなる傾向にあります。 

※１ 固定資産廃棄損 

 
※２ 固定資産売却損 

土地の売却によるものです。 

※３ 事務所移転費用 

組織改編に関連して発生した移転費用です。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。 

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)

及びのれんの償却額は、次のとおりです。 

 

  

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日) 

(1) ソフトウェア 1百万円  33百万円 
(2) その他  15百万円  9百万円 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日) 

減価償却費 1,183百万円  877百万円 
のれんの償却額  ―百万円  29百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 
  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

（1）金銭による配当 

 
（2）金銭以外による配当  

 
 (注) 平成24年10月１日の臨時株主総会において、当社が保有する株式会社東光高岳ホールディングスの株式7千株(総 
    額9百万円)を株式会社東光高岳ホールディングスへ現物配当することを決定し、平成24年10月１日に実施いたし 
    ました。 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。  

  

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月29日 
定時株主総会 普通株式 530 5.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会 普通株式 477 4.5 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年10月26日 
取締役会 普通株式 265 2.5 平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当財産の種類 帳簿価額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月１日 
臨時株主総会 普通株式

株式会社東光
高岳ホールデ
ィングス株式 

9 ― ― 平成24年10月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

 
  

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 
(単位：百万円) 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

 
  

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント

電力機器事業 情報エレクト 
ロニクス事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 25,576 1,253 26,830 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 1,550 755 2,306 

計 27,126 2,009 29,136 

セグメント利益又は損失（△） 2,066 △ 149 1,916 

利益 金額

報告セグメント計 1,916 

セグメント間取引消去 44 

全社費用(注) △1,644 

棚卸資産の調整額 △19 

四半期連結損益計算書の営業利益 297 

 
報告セグメント

電力機器事業 情報エレクト 
ロニクス事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 34,969 1,660 36,629 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 1,722 896 2,619 

計 36,691 2,557 39,248 

セグメント利益又は損失（△） 3,221 △ 151 3,069 

6621/2013年-16-



 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動）  

第１四半期連結会計期間より、ユークエスト株式会社の株式を取得し、同社を連結子会社としたこと

から、「情報エレクトロニクス事業」においてのれんの金額に重要な変動が生じております。 

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては269百万円です。 

  

４．報告セグメントの変更等に関する事項 

当グループの販売・製造体制の再構築にあわせて業績評価等の単位を見直した結果、従来「その他」

の区分に含めていた水素水生成器等の製造販売等は、第１四半期連結会計期間より電力機器事業に含め

ております。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に組み替えた

ものを開示しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎 

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

第152期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当について、平成24年10月26日開催の

取締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

利益 金額

報告セグメント計 3,069 

セグメント間取引消去 38 

全社費用(注) △1,897 

棚卸資産の調整額 △3 

四半期連結損益計算書の営業利益 1,206 

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△） ０円09銭 △１円49銭 

 （算定上の基礎）   

  四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△） 
   (百万円) 10 △158 

  普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 

  普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期 
  純損失金額（△） (百万円) 10 △158 

  普通株式の期中平均株式数 (千株) 106,058 106,083 

２ 【その他】
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とを決議いたしました。 

① 配当金の総額                                 265百万円 

② １株当たりの金額                               2円50銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成24年12月3日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年２月８日

株式会社高岳製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社高岳製作所の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成
24年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高岳製作所及び連結子会社の平成
24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

独立監査人の四半期レビュー報告書

明治監査法人 

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  二 階 堂  博  文 ㊞    

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  小  貫  泰  志 ㊞    

代表社員 
業務執行社員  公認会計士  橋  本  純  子 ㊞    

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報
告書提出会社が別途保管している。 
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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